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第１章 はじめに 

 

１ 事業目的 

 

 平成 29 年５月に「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（通称

「クリーンウッド法」）が施行され、国は同法第４条に基づき、業界団体等が

登録木材関連事業者として必要な対整備等に取り組む木材関連事業者等に対す

る研修等を行っている。また、令和５年４月には、改正クリーンウッド法が成

立し、令和７年４月からの円滑な施行に向け、改正法の周知が必要となってい

る。 

このため、本事業は、合法性確認にあたる事業者等を指導・支援できる人材

を養成するとともに改正法の制度の周知を図ることを目的とする。 

 

 

２ 事業概要 

（１） 指導者養成、説明会の開催 

業界団体等において事業者の合法性確認を指導・支援し、関連する問い合

わせに適切に対応できる人材を養成するとともに、業界団体のほか行政関係

者等に対し改正法の制度の周知を図るための説明会等を開催した。内容とし

ては、改正クリーンウッド法の政省令等の内容を踏まえた資料を使用し、人

材養成については、現場で役立つ知識を習得できるものとした。説明会の構

成は、２部構成とし、第１部では行政関係者及び業界団体担当者への説明会

とし、改正クリーンウッド法の内容等を中心に周知を行った。また、第２部

は主として業界団体の担当者向けに、よくある質問への回答や合法性の確認

についての具体的な手法、事例の紹介を中心により実践的な内容とした。 

 ① 対象者：行政（都道府県、市町村）の担当者及び業界団体等においては

木材関連事業者等からクリーンウッド法や林野庁ガイドラインに基づく合

法木材の担当者 

 ② 時期等：令和６年10月から11月にかけて実施 

 ③ 会場及び回数：全国４会場（北海道・東北地区、関東・中部・北陸地区

ほか、関西・四国・中国地区、九州・沖縄地区）各１回２部制で開催する

こととし、林野庁担当者と協議のうえ決定した。なお、各回オンライン併

用での開催とした。 
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（２） 指導者養成、説明会の運営 

参加者等の人員規模を勘案しつつ会場を選定し、必要な機材（机、イス、

PC、プロジェクター、スクリーン、マイク等）を準備し、会場の設営・準備

及び終了後の撤去を行った。オンライン参加者向けに、インターネット接続

用の準備も行った。 

参加者の募集にあたっては、開催案内等を作成し、全国木材組合連合会が

運営するウェブサイト「合法木材ナビ」に掲載するほか、関係団体に向けて

電子メール及び協議会等の説明会等において告知を行い、参加の受付、参加

者の取りまとめ、連絡等を行った。参加者の募集にあたっては、特に、素材

生産業者や木材関連事業者全体に幅広く情報が届くように告知し、集客に努

めた。 

また、会場で配布する資料を印刷するとともに当日の説明資料を WEB 上で

配信した。説明会等の運営に当たっては、円滑な運営に努め、質疑の時間を

多めに設ける等参加者に有意義な情報が得られるようにした。 

さらに、外部講師については、４地域それぞれにおいて、地域の課題に向

き合いクリーンウッド法に対応した取組を講じている事業者を講演者に選定、

さらに、全会場を通じて改正クリーンウッド法の重要性について国内外の違

法伐採対策等を紹介しながら講演いただける学識経験者を講師に選定した。

選定に当たっては、林野庁担当者と協議を行い決定した。なお、講師への依

頼・連絡調整、謝金・旅費等の支払いを行った。 

 

（３） 制度の周知（パンフレット等の作成） 

改正法の制度や内容、詳細な情報を記載した、事業者及び消費者向けのパ

ンフレット等の作成を行った。作成するパンフレット等は３種類とし、その

内容は下記のとおりとした。構成・内容については、林野庁担当者と協議を

行いながら決定した。 

 

（４） 専門委員会からの助言について 

令和６年度「クリーンウッド」実施支援事業のうち専門委員会の設置・運

営及び違法伐採関連情報等の提供（林野庁委託事業）により設置する専門委

員会において、上記（１）で使用する資料等の内容について助言を得た。ま

た、上記（３）のパンフレット等について、その構成案及び活用方法等の助

言を得た。 

 

（５） 報告書の作成 

  事業終了時に、事業実施内容を取りまとめた報告書を作成した。 
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（６） 再委託等 

事業の実施にあたっては、一般社団法人全国林業改良普及協会に事業の一

部（パンフレット等の作成、説明会等の開催案内チラシの作成等）を再委託

して事業の効率的かつ効果的な実施を図った。 

 

 

 

 

第２章 合法性確認実施指導者養成について 

 

１ 業務の流れ 

（１） 事業実施スケジュール 

 

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

１　ワークショップ等及び説明会の開催

２　パンフレット等の作成

３　専門委員会からの助言について 第1回 第2回
第3回

（書面）
第4回

４　事業成果の報告

作業内容 令和6年 令和7年

構成、内容の検討

場所、開催日の決定

説明資料の検討、作成

開催（この間で4回）開催告知、

原稿案の作成

専門委員会準備
専門委員会の結果

完成

印刷

報告書の作成  

 

（２） 会場選定 

 全国を４地域に区分し、以下の各都市で開催した。 

(ア) 令和６年 10 月 10 日（木） 

北海道・東北地域：仙台市  「TKP ガーデンシティ仙台」 

(イ) 令和６年 10 月 21 日（月） 

九州・沖縄地域：熊本市   「ホテル熊本テルサ」 

(ウ) 令和６年 11 月 12 日（火） 

近畿・中国・四国地域：広島市  「広島ガーデンパレス」 

(エ) 令和６年 11 月 26 日（火） 

首都圏及び上記以外の地域：東京都 「木材会館」 
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（３） 講師 

① 北海道・東北地域：仙台市 

第１部 制度説明会   10:00～12:00 

（１）改正クリーンウッド法について 

林野庁木材利用課 乗冨係長 

（２）コンプライアンスと改正クリーンウッド法 

森林総合研究所 御田成顕室長 

（３）木材の合法性確認について 

              ノースジャパン素材流通協同組合 

吉田佳右経営企画課長 

第２部 指導者養成講座  13:00～15:00 

      改正クリーンウッド法の実践について（指導者向け） 

           林野庁木材利用課 坂本課長補佐 

 

②  九州・沖縄地域：熊本市  

第１部 制度説明会   10:00～12:00 

（１）改正クリーンウッド法について 

林野庁木材利用課 乗冨係長 

（２）コンプライアンスと改正クリーンウッド法 

森林総合研究所 御田成顕室長 

（３）「合法性・持続可能性の証明及び発電利用に供する木質バイオマ

スの証明に関する」宮崎県森林組合連合会の取り組み 

              宮崎県森林組合連合会 

湯浅康博事業部長 

第２部 指導者養成講座  13:00～15:00 

      改正クリーンウッド法の実践について（指導者向け） 

           林野庁木材利用課 坂本課長補佐 

③  近畿・中国・四国地域：広島市  

第１部 制度説明会   10:00～12:00 

（１）改正クリーンウッド法について 

林野庁木材利用課 大石専門職 

（２）コンプライアンスと改正クリーンウッド法 

森林総合研究所 御田成顕室長 

（３）改正クリーンウッド法に係る取り組み状況～北広島工場の場合～ 
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              中国木材株式会社 

弘中京一郎取締役副社長 

第２部 指導者養成講座  13:00～15:00 

      改正クリーンウッド法の実践について（指導者向け） 

           林野庁木材利用課 早坂課長補佐 

  

④  首都圏及び上記以外の地域：東京都 

第１部 制度説明会   10:00～12:00 

（１）改正クリーンウッド法について 

林野庁木材利用課 早坂課長補佐 

（２）コンプライアンスと改正クリーンウッド法 

森林総合研究所 御田成顕室長 

（３）製紙原料の原材料調達における合法性確認について 

              日本製紙株式会社 

太刀川寛原材料本部長付部長 

第２部 指導者養成講座  13:00～15:00 

      改正クリーンウッド法の実践について（指導者向け） 

           林野庁木材利用課 坂本課長補佐 

 

２ 開催案内 

 案内ページ等（申請フォーム）の写し（巻末資料） 

（１） 案内（申請フォーム）掲載コンテンツ 

  ① 林野庁クリーンウッド・ナビ・・・注目情報 

②  合法木材ナビ（全木連）・・・Topics イベント情報 

③  全木連のホームページ・・・・新着情報 

  

（２） 案内先（巻末資料で案内先一覧掲載） 

  開催案内の発信は、林野庁からは都道府県、市町村へ、全木連からはガイ

ドライン認定団体等を通じて、また、全森連からは県森連等を通じて傘下の

認定事業者へ周知がなされた。 
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３ 開催準備 

 （１）北海道・東北地域：仙台市 

    前日（10.9）午後に関係者が会場において WEB 中継機器の調整を行っ

た。 

 （２）九州・沖縄地域：熊本市 

    前日（10.20）午後に関係者が会場において WEB 中継機器の調整を行っ

た。 

 （３）近畿・中国・四国地域：広島市 

    前日（11.11）午後に会場担当者と WEB 中継機器について調整を行った。 

 （４）首都圏及び上記以外の地域：東京都 

    当日（11.26）早朝、中継担当者と機器の調整を行った。 

 

 

 

 

４ 開催概要 

  開催地毎の応募者状況及び業種別内訳一覧表 

 

（１）応募者内訳表   凡例：W+Wは午前WEB参加、午後WEB参加（単位：名）    

WEB+WEBWEB+なし なし+WEB 会場+会場 会場+なし WEB+会場 会場+WEB

1 仙台市 130 41 1 12 5 ― ― 189

2 熊本市 134 35 5 24 4 ― ― 202

3 広島市 199 67 7 25 5 1 ― 304

4 東京都 356 139 10 78 9 1 1 594

合計 819 282 23 139 23 2 1 1,289  
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（２）応募者の業種別内訳表 

林野庁GL認定事業体の比率では素材生産業者が30％であることを踏まえると、

素材生産業者の参加が少ないものと考えられるが、これはインターネットを活

用することに不慣れである者が比較的多く、対面で参加できない場合の選択肢

であるオンライン参加が敬遠されたことが影響しているのではないかと考えら

れた。 

                       （単位：名） 

仙台市 熊本市 広島市 東京都 計

素材生産業者 11 11 35 38 95

原木市場 9 23 16 22 70

木材流通 41 22 32 82 177

製材業 15 11 16 30 72

加工業 18 11 28 53 110

納入業者 3 2 0 12 17

輸入事業者 8 8 13 76 105

建設業者・工務店 6 1 5 31 43

小売業者 2 8 10 15 35

都道府県 23 33 41 34 131

市町村 9 17 25 22 73

その他 23 28 42 73 166

記載なし 21 27 41 106 195

189 202 304 594 1,289
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５ 開催所感 

  会場によっては、WEB 環境が安定していないところがあり、講演の途中で

一部回線が途切れたりするトラブルが見られたが、大局的にみると円滑に開

催できたところである。 

今回は参加者をいかに多く募るかに主眼を置いていたため、効果について

の検証までは行っていない。 

今後は、関心が薄い関係者等への参画を促進したい。 

 

６ 改善点 

今年は、円滑な説明会等の開催及び開催案内等についてメールの送信、会

議等での案内、HP への掲載などにより周知を図り、参加者を最大限に募るこ

とに尽力した。 

また、Wifi 等の安定的な回線の確保については、有線 LAN 等のバックアッ

プとしての接続体制の整備も必要である。  

事業の評価を探ることと、理解不足者や未受講者等への一層の普及啓発を

促進することが可能になると考えられるため、この事業が翌年度に継続され

るのであれば、説明会参加申請時及び各団体等を通じてアンケート等を実施

することが望ましい。 

  また、改正クリーンウッド法の義務対象者になり得る素材生産業者への周

知を進めることが重要であり、そのための対策として、インターネットの活

用に不慣れな事業者への対応として、できるだけ地方を含めた多くの会場で

の対面での説明会の開催のほか、オンライン開催する場合でも、平日は業務

で参加できないという事業者への対応や家族の協力を得てオンライン説明会

に参加したいという事業者向けに土日祝日の説明会の開催等について関連の

団体等と連携しつつ、検討することが望ましい。 

また、そのほかの団体等へ未加入の事業者等への周知については、地方公

共団体等が把握している関連事業者に対して、地域単位での取り組みの検討

が必要であると考える。 

  さらに、午前の部に時間を要するケースがみられたことから、時間的に余

裕をもったカリキュラムの設定も必要である。 
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【説明会会場風景】 

北海道・東北地区 九州・沖縄地区 

令和６年 10月 10日（木） 令和６年 10月 21日（月） 

仙台市 熊本市 

TKPガーデンシティ仙台 ホテル熊本テルサ 

 

近畿・中国・四国地区 関東・中部・北陸地区 

令和６年 11月 12日（火） 令和６年 11月 26日（火） 

広島市 東京都江東区 

広島ガーデンパレス 木材会館 
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第３章 制度の周知（パンフレット等の作成）について 

 

１ 業務の流れ 

パンフレット等の作成にあたっては、再委託先として（一社）全国林業改

良普及協会と委託契約を締結し、林野庁とも内容について協議を重ね構成案

を作成した。また、それらを令和６年度「クリーンウッド」実施支援事業の

うち専門委員会の設置・運営及び違法伐採関連情報等の提供（林野庁委託事

業）により設置する専門委員会に諮り、そこでの検討結果を踏まえる等、以

下の流れで作成した。 

 

（１） 構成案の作成（～9 月） 

（２） 専門委員会での検討（9 月 27 日）：構成、概要等について、検討委員

の承諾を得た 

（３） 原稿案の作成（～12 月） 

（４） 専門委員会での検討（12 月：書面委員会）；内容、用語の使い方等に

ついて意見を伺った 

（５） 最終版の作成 

（６） 印刷用原稿の作成（～2 月） 

（７） 印刷、完成（2 月下旬） 

 

２ パンフレットの概要 

（１） タイトル：これで完璧！クリーンウッド法～誰もが安心して使える木材

の供給を目指して～ 

（２） 対 象：木材関連事業者及び素材生産販売事業者 

（３） 仕 様：A4 判 カラー印刷 16 頁 

（４） 部 数：500 部 

（５） 主な内容： 

① クリーンウッド法（改正法を含む）の概要 

② 対象となる事業者 

③ 素材生産販売事業者の役割 

④ 木材関連事業者の役割 

⑤ クリーンウッド法に基づく木材関連事業者登録のすすめ 

⑥ クリーンウッドシステムについて 

⑦ クリーンウッド法に関する Q&A 

⑧ クリーンウッド・ナビ、問い合わせ窓口について 

（６） 作成にあたっての補足説明： 
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① Q&A は、改正クリーンウッド法制度説明会及び指導者養成講座等を含む

今年度実施した説明会、問い合わせ等の Q&A がまとまった後で、選定を

行った。 

② 令和６年度に検討が進められていたクリーンウッド法登録木材関連事

業者マークの掲載を予定していたが、パンフレットの作成までに決まら

なかったため登録木材関連事業者の説明に差し替えた。 

 

３ チラシの概要 

（１） タイトル：STOP 違法伐採をなくそう！「クリーンウッド法」 

（２） 対 象：消費者 

（３） 仕 様：A4 判 カラー印刷 2 頁（表裏） 

（４） 部 数：300 部 

（５） 主な内容： 

① あなたの暮らしに関わる「クリーンウッド法」！ 

② 違法伐採は世界的な問題 

③ 私たちにできることは 

④ クリーンウッド・ナビの紹介 

⑤ 信頼できる事業者を探すなら 

 

４ リーフレットの概要 

（１） タイトル：合法的に伐採された木材を使おう！～クリーンウッド法で、

世界と日本の森林を守る第一歩を～ 

（２） 対 象：消費者及びその他  

（３） 仕 様：変形判（105 ㎜×228mm）カラー印刷 8 頁巻 4 つ折り 

（４） 部 数：400 部 

（５） 主な内容： 

①  私たちの暮らしは、世界の森林とつながっています 

②  木材だけじゃない！森林の恵み 

③  知っていますか？森林で起きていること 

④  私たち消費者にできることは？ 

⑤  日本はどんな取組をしているの？ 

⑥  クリーンウッド法はどんな仕組み？ 

⑦  クリーンウッド法についてもっと知りたい！ 
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５ その他 

イベント等に掲示しより効果的な周知を行うために、パンフレット及びチ

ラシのデータでポスター（Ａ１）４５部、タペストリー（Ａ０）２張を作成

した。 
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巻末資料 

 

１ 指導者養成研修資料 

 

第１部 （１）改正クリーンウッド法について（林野庁担当者）

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary

-34.pdf 

 

 

第１部 （２）コンプライアンスと改正クリーンウッド法（御田室長） 

https://www.zenmoku.jp/form/_files/cleanwood2024/shiryo2.pdf 

 

 

第２部 指導者養成講座（林野庁担当者） 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary

-35.pdf 

 

 

２ 専門委員会における主な質疑等（関連部分を抜粋） 

 

【第 1回】 

令和６年６月 10日（月） 

議題： 

①  来年の施行に向けた林野庁からの取組共有と専門委員会の位置づけ  

 ② 生産国における情報調査への助言  

 ③ 合法性確認（DD）手引き改訂 

 

（森田委員）秋には全国各地で説明会を開催するとの説明があった。今回の法改

正では、第一種木材関連事業者に対する合法性確認の義務化などの改正点があ

るが、木材関連事業者に小売事業者が追加されるなど対象が広がったことも大

きな変化。現行法の説明会では建築とか家具など、他省庁所管の業界の対応があ

まり活発でなかったと認識しているが、今回はそれぞれの省庁で責任をもって

対応するということになっているのか。 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary-34.pdf
https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary-34.pdf
https://www.zenmoku.jp/form/_files/cleanwood2024/shiryo2.pdf
https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary-35.pdf
https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary-35.pdf
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（林野庁）従来の対応の反省もあり、建築等所管の国土交通省、家具等所管の経

済産業省、それと私ども林野庁の三省庁で連携して対応していく体制を整備し

てきているところ。 

 

 

 

【第 2回】 

令和６年９月 27日（金） 

議題： 

①  改正クリーンウッド法の制度説明会及び指導者養成講座の資料作成  

②  改正クリーンウッド法施行に伴うパンフレット等の作成  

 ③ 国産原木の合法性確認（DD）手引き改訂版  

 

（山ノ下委員）了解した。説明会等における CW法の周知はどの程度進んでいる

のか。周知できていないのはどのような団体・事業者なのか。 

（林野庁）登録木材関連事業者向けや都道府県職員向けの説明会はこれまで開

催してきており、今回資料を確認いただいた制度説明会及び指導者養成講座の

案内もＣＷ法の登録機関を通じたルート、都道府県を通じたルートで情報発信

を行うとともに、クリーンウッド・ナビ等により情報発信している。制度説明会

及び指導者養成講座は現在参加者募集中でありどの程度の参加者になるのかは

不明である。 

（山ノ下委員）想定されるルートの外にいる事業者への情報発信が重要であり、

引き続きの努力に期待している。また、資料の内容として輸入材を扱っている事

業者にも有効なものになっているのかどうか、認識を伺いたい。 

（岡田委員）そもそも輸入材は相手方が海外の事業者であり、原材料情報の提供

が義務ではないことから、原材料情報を入手する難易度は事業者間相互の親密

度等に左右され、国産材ほどの情報入手は難しい。したがって、状況証拠等を積

み上げていく作業により、総合判断せざるを得ないというのが実情であるが、CW

法に基づく合法性の確認手引きやそれに含まれるチェックリストが公表されて

おり、輸入材についても従来よりは合法性の確認に対応しやすくなっていると

いう認識である。 

（山ノ下委員）海外の政府への働きかけも重要だが、これまでそうした働きかけ

を行っているのか伺いたい。 

（林野庁）先般も APEC会合にオンラインで参加し、説明を行ったところ。今後

とも、対応に努めていく考え。 

（池田委員）説明会等の参集範囲について考え方を確認したい。 
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（林野庁）できるだけ周知徹底を図りたいと考えている。 

（森田委員）国交省や経産省での周知等の対応はどうなっているのか。周知等の

全体像を整理する必要があるのではないか。 

（林野庁）共管３省による連絡調整会議において、それぞれの省庁の責任で対応

する旨整理したところ。全体像については、不明である。 

（森田委員）以前地域協議会として建築側も入れた会議を開催していたがどう

なっているのか。 

（林野庁）地域協議会を続けているところに対しては、林野庁補助事業により、

研修会やセミナー、一般市民を対象にしたフェア等での普及活動を支援してい

るところ。 

（森田委員）消費者に近い下流の事業者や消費者への普及が課題であり一層の

取組を期待したい。 

（山ノ下委員）繰り返しになるが、制度の効果を得ようとすれば消費者やそこに

近い事業者のモチベーションを上げて、いかに熱心に対応してもらえるかが大

事である。 

 

 

 

【第 4回】 

令和７年１月 27日（月） 

議題： 

①  生産国における情報調査の概要報告 

②  改正クリーンウッド法の制度説明会及び指導者養成講座の実施概要報告  

 ③ 今年度の専門委員会の議論及び来年度の議題案について  

 

（立花座長）研修会の参加者からの反響や質問はどのようなものがあったか。ま

た、どのような企業が参加していたのか。 

（全木連）多くの参加者は午後まで参加され、積極的に質問いただいた。質問に

ついては、第１種木材関連事業の範囲や義務の数値基準等の基本的なところが

多かったように思う。また、質問については、それらを整理して、改正法の Q＆

A として林野庁で整理され、クリーンウッド・ナビに公開されたところ。また、

参加していた企業については、研修会の周知をインターネットのほか、林野庁の

合法木材 GLに基づく認定団体や都道府県のルートでも周知を行った結果、生産・

加工・流通の木材関連企業、木材輸入商社、木材団体の関係者、森林組合系統の

担当者のほか、都道府県や市町村の担当者の方にも参加いただいた。 
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（山ノ下委員）法制度の周知や対象者の理解促進は、法施行のための重要なステ

ップと認識している。海外での違法伐採対策導入において、関係者への周知が難

しかったという報告がある。今回の制度説明会は参加者の数として十分だった

のか、また、第１種木材関連事業者や第２種木材関連事業者などの改正法上の属

性など、改正法の周知の達成度に関して何らかの評価ができるようにされてい

ればよかったと思う。また、違法伐採リスクからすると輸入木材を注視する必要

があると考えるが、木材の輸入業者の方にとって研修会の説明内容は十分だっ

たのか。 

（全木連）研修会については、募集の際に企業名は収集しているものの属性は収

集していない。なお、研修会とは別に、全木連では補助事業を活用して、全市連

等の中央団体や、各都道府県木連などに対して研修の対応をしており、それぞれ

要請に基づき研修会等に出向いて説明を行っている。また、事業協同組合の事務

局の方に参加していただき組合の会員企業に指導していただくような事例も多

くあり、研修会や補助事業を契機に、周知の成果は徐々に高まってきているよう

に感じている。 

（林野庁）研修会は対象者が輸入事業者だけではないことから、輸入事業者に特

化した説明内容とはしていない。その一方で、輸入関係を含む業界団体が主催す

る説明会に講師として林野庁職員が参加するなど研修会以外でも周知を進めて

きているところ。その際は主催団体に応じた内容としている。また、改正法の周

知については、相談窓口を通して受け付けている質問数が研修会の終了後に急

増しており、研修会による一定の効果があったと認識している。 

（森田委員）今後は属性別の参加人数を把握した方が良いと思う。また、各会場

での質疑応答の内容を報告書に盛り込んだ方がよい。特に、恐らく素材生産販売

事業者のへの周知が今後の課題だと思われるので、どのくらい聞いてもらって

いるのか、認識しておいた方が良いと思う。 

（立花座長）各委員から指摘があったが、来年度以降研修を行う際は参加者の属

性を収集し、周知先や周知の効果を把握できるようにした方がよい。また、林野

庁が相談窓口を通して随時質問対応を行っているとのことだったので、その際

に質問者の属性を把握することも重要ではないか。 

 

 

３ 改正後の合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（令和７年４

月１日施行）に係るＱ＆Ａ 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary

-38.pdf 

 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary-38.pdf
https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/attach/pdf/summary-38.pdf
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４ 説明会開催案内先一覧 

（１） 認定中央団体等 55 

  

団体(25)名、認定事業者数（2024/10末現在）

日本合板商業組合 575

日本合板工業組合連合会 42

（一社）日本特殊加工化粧板協議会 12

（一社）全国木材組合連合会 7

全国銘木連合会 14

日本木材輸入協会 47

（一社）木材表示推進協議会 87

全国天然木化粧合単板工業協同組合連合会 97

全国森林組合連合会 47

日本集成材工業協同組合 60

(一社)全日本木材市場連盟 207

全国素材生産業協同組合連合会 24

（一社）日本林業経営者協会 9

(一社)全国木材市売買方組合連盟 213

（一社）全国木造住宅機械プレカット協会 22

日本ツーバイフォーランバーJAS協議会 20

(一社）全国LVL協会 8

日本複合・防音床材工業会 16

(一社）日本フローリング工業会 27

(一社）日本オフィス家具協会 62

(一社)日本家具産業振興会 119

（一社）日本家具保証協会 10

全国国有林造林生産業連絡協議会 5

全国木材チップ工業連合会 0

（一社）ウッドマイルズフォーラム 0  
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団体(18)名、認定事業者数（2024/10末現在）

札幌地方素材生産事業協同組合 9

帯広地方素材生産事業協同組合 15

青森県森林整備事業協同組合 52

岩手県国有林造林生産請負事業協議会 13

ノースジャパン素材流通協同組合 137

宮城県森林整備事業協同組合 21

秋田県素材生産流通協同組合 130

山形県森林ノ整備事業協同組合 76

群馬県素材生産流通協同組合 48

前橋国有林森林整備協会 12

ＮＰＯ紀伊半島の美しい森林づくり協議会 19

高知県素材生産業協同組合連合会 44

大分県造林素材生産事業協同組合 18

宮崎県造林素材生産事業協同組合 314

鹿児島県素材生産事業連絡協議会 135

岩手県チップ協同組合 8

宮城県木材チップ工業会 36

秋田県木材チップ工業会 14  

 

団体(12)名、認定事業者数（2024/10末現在）

総合木材協同組合 7

(一社)平林会 32

平林会木材協同組合 4

大阪化粧合板同友会 2

大阪銘木協同組合 10

甲南木材協同組合 17

神戸木材業協同組合 62

宍粟木材業協同組合 29

但馬木材業協同組合 8

姫路木材協同組合 26

篠山木材協同組合 5

丹波市木材林産協同組合 11  
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（２） 都道府県木連等 47 

団体(47)名、認定事業者数（2024/10末現在）

北海道木材産業協同組合連合会 572

青森県木材協同組合 154

岩手県木材産業協同組合 71

宮城県木材協同組合 93

秋田県木材産業協同組合連合会 38

山形県木材産業協同組合 121

福島県木材協同組合連合会 259

茨城県木材協同組合連合会 289

栃木県木材業協同組合連合会 191

(一社）群馬県木材組合連合会 149

(一社）埼玉県木材協会 178

ちばの木 認証センター     事務局：一般社団法人千葉県木材振興協会                　　　　　　　　　　221

神奈川県木材業協同組合連合会 97

山梨県産材認証センター   事務局：一般社団法人山梨県木材協会 76

（一社）東京都木材団体連合会 174

新潟県木材組合連合会 118

富山県木材組合連合会 66

（公社）石川県木材産業振興協会 123

福井県木材組合連合会 110

長野県木材協同組合連合会 270

岐阜県木材協同組合連合会 96

静岡県木材協同組合連合会 243

（一社）愛知県木材組合連合会 140

三重県木材組合連合会 192

滋賀県木材協会 61

（一社)京都府木材組合連合会 107

（一社)大阪府木材連合会 66

兵庫県木材業協同組合連合会 65

奈良県木材協同組合連合会 180

和歌山県木材協同組合連合会 22  
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（一社)鳥取県木材協会 23

（一社)島根県木材協会 119

（一社）岡山県木材組合連合会 376

（一社）広島県木材組合連合会 187

（一社）山口県木材協会 64

徳島県木材認証機構    事務局：徳島県木材協同組合連合会 159

（一社）香川県木材協会 58

（一社）愛媛県木材協会 107

（一社）高知県木材協会 134

（一社）福岡県木材組合連合会 202

（一社）佐賀県木材協会 84

（一社）長崎県木材組合連合会 95

（一社）熊本県木材協会連合会 200

大分県木材協同組合連合会 231

宮崎県木材協同組合連合会 136

（一社）鹿児島県林材協会連合会 256

（一社）沖縄県木材協会 36  

 

（３） 登録実施機関 ６ 

団体(6)名、登録事業者数（2024/10 末現在） 

（公財）日本合板検査会 308 

（公財）日本住宅・木材技術センター 162 

（一財）日本ガス機器検査協会 66 

（一社）日本森林技術協会 116 

（一財）建材試験センター 0 

（一社）北海道林産物検査会 26 
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５ ＷＥＢによる開催案内  
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６ ＷＥＢによる申込フォーム  
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７ 説明会の資料及び動画 

林野庁木材利用課による説明・解説動画及び説明資料がアーカイブとして

林野庁ホームページ上の「クリーンウッド・ナビ」に掲載され、全木連 HP及

び合法木材ナビにもリンクを掲載した。また、このことと併せて、説明会等の

質疑を踏まえ再整理した改正 CW 法の Q＆A や最新の運用説明資料（R6.12 月

版）がクリーンウッド・ナビに掲載されたことについて、合法木材等の林野庁

GLに基づく認定団体、CW法に基づく登録実施機関に対し、情報発信を行った。 
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８ パンフレット（16頁） 

「これで完璧！クリーンウッド法 

 誰もが安心して使える木材の供給を目指して」 

 

表紙 

 

 

p.1-

p.2 
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p.3- 

p.4 
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p.5- 

p.6 

 

 

p.7- 

p.8 
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p.9- 

p.10 

 

 

p.11- 

p.12 
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p.13- 

p.14 

 

 

ウラ 

表紙 
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９ チラシ（２頁） 

「違法伐採をなくそう！！ クリーンウッド法」 

 

表面 

 

 

裏面 
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10 リーフレット（巻折８頁） 

「合法的に伐採された木材を使おう！ 

クリーンウッド法で、世界と日本の森林を守る第一歩を」 

表紙 

 

 

1-2 
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3-4 
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5-6 

  

7 
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